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２１世紀の扉を開く平
成１３年の新春を迎える
に当たり、全国の消防
関係者の皆様に謹んで
年頭の御挨拶を申し上
げますとともに、日頃
の御尽力に対して心か
ら敬意を表し、感謝申
し上げます。
私は、１月６日付け
をもって消防庁長官に
就任致しました。どう
ぞよろしくお願い申し
上げます。
振り返れば、２０世紀には関東大震災、伊勢湾
台風、そして阪神・淡路大震災など、甚大な被
害をもたらした災害等が発生し、多くの尊い命
が犠牲になりました。２１世紀を安全で明るいも
のにするためには、私たち２０世紀を生きてきた
者が、これまでの災害等の教訓を活かし、未来
に向けて災害のない安全なまちづくりのために
不断の努力を傾けていくことであると考えます。
さて、我が国の消防は、関係各位のたゆまぬ
御努力の積重ねにより、制度、施策、施設等の
各般にわたり着実な発展を遂げ、国民生活の安
全確保に大きな役割を果たして参りました。
特に、近年においては、阪神・淡路大震災の
教訓を踏まえて創設された緊急消防援助隊の拡
充強化をはじめ、広域的な消防体制の充実を図
るとともに、地域住民や企業など幅広い地域社
会との連携のもとに、消防本部・消防団を中心
とする総合的な消防防災体制の整備を進めてき
ております。
また、海外で発生した大規模災害への国際消
防救助隊の派遣をはじめ、諸外国との間でも消
防技術等に関する研修員の受入れ、消防専門家
の派遣など、国際協力にも寄与してきております。

しかしながら、災害
や事故の態様は、複雑
多様化、大規模化の傾
向を強めており、昨年
も、有珠山や三宅島な
どの火山噴火、伊豆諸
島の群発地震、東海地
方を中心とする集中豪
雨、鳥取県西部地震が
発生するなど、各地で
住民の安全を脅かす災
害等が相次いで発生し
ております。
こうした中で、災害

等から国民の生命、身体及び財産を守るという
消防の責務は、ますます大きなものとなってき
ており、災害に強い安全なまちづくりを推進す
るとともに、消防の対応力の一層の強化を目指
して積極的に取り組んでいくことが喫緊の課題
となっております。
我が国は、新しい世紀を迎えるに当たり、簡
素で効率的な行政、機動的で効果的な政策遂行
を実現するために、中央省庁の再編を行いまし
た。消防庁は、総務省の外局となりましたが、
これまでの体制と何ら変わることなく、今後と
も、消防補助金の確保、地方単独事業に対する
財源措置を図りながら、総合的な防災対策の推
進、高度防災情報通信体制の整備促進、消防団
の活性化、救急・救助業務の高度化等各般の施
策に積極的に取り組んで参りたいと考えており
ます。
私は消防庁長官として、消防の使命の重大さ
を肝に銘じつつ、消防防災全般にわたる充実強
化に全力を尽くして参る所存でありますので、
皆様の御支援、御協力をよろしくお願い申し上
げます。
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１．国の予算案の概要

政府は、昨年１２月１９日の臨時閣議において、

「平成１３年度の経済見通しと経済運営の基本

的態度」を閣議了解し、これを踏まえ、「平

成１３年度予算編成方針」を閣議決定しました。

これに基づき、１２月２０日に大蔵原案内示、そ

の後大臣折衝などを重ねたうえで、１２月２４日

に、平成１３年度政府予算案を閣議決定しまし

た。平成１３年度一般会計予算案は、総額８２兆

６，５２４億円で対前年度当初予算比で２．７％の減

となっていますが、このうち国債費及び地方

交付税交付金等を除く一般歳出は、対前年度

当初予算比で１．２％の増の４８兆６，５８９億円とな

っています。

その内容としては、約３分の１強を占める

社会保障関係費が４．７％増の１７兆５，５５２億円、

文教及び科学振興費が１．８％増の６兆６，４７２億

円、公共事業関係費については前年度とほぼ

同額の９兆４，３５２億円が計上されるとともに、

公共事業等予備費については３，０００億円（前

年度５，０００億円）が計上されています。

一般歳出の中でも「財政の効率化・質的改

善を図」るという視点から、恩給関係費（対

前年度比△４．９％）、エネルギー対策費（同△

３．４％）、経済協力費（同△２．８％）などは前

年度を下回りました。

一般歳出以外の歳出では、地方交付税交付

金及び地方特例交付金が前年度比１２．７％増の

１６兆８，２３０億円、また、国債費については、

対前年度比２１．８％減（前年度は預金者保護の

ための交付国債償還財源繰入（４．５兆円）を

含む）の１７兆１，７０５億円となっています。

歳入のうち、租税及び印紙収入は、４．２％

増の５０兆７，２７０億円となりました。公債金（国

債発行額）は、�平成１２年度と異なり金融破
綻への備えのための国債償還費の手当てを行

う必要がないこと（△４．５兆円）、�地方財政
制度の改正（特例地方債の導入等）に伴う交

付税特会繰入額の増大（＋１．４兆円）等の要

因がある中、前年度当初に対して△４兆２，９２０

億円、１３．２％減の２８兆３，１８０億円となりまし

た。これに伴い、国債依存度も３４．３％（前年

度補正後３８．５％、過去最高４２．１％）まで下降

しています。また、このうち、いわゆる赤字

国債についても１９兆５，５８０億円（対前年度比

△１６．６％）となっています。

２．消防庁予算の概要

消防庁においては、平成１２年８月１日に閣

議了解された「平成１３年度予算の概算要求に

当たっての基本的な方針について」に基づく

概算要求の提出以来、予算の要求及び編成作

業を行ってまいりましたが、この際、意を用

いた点は、「日本新生特別枠」（以下「特別

枠」という。）の積極的な活用を図ること、

また、１０月に入って編成作業が本格化した平

成１２年度補正予算での前倒しによる確保を図

ること等を含め、重点的・効率的に予算を確

保することでした。

特に、消防補助金にとっては、厳しい編成

方針の下で、作業を進めることとなりました。

すなわち、消防補助金においては、財政構造

改革法上の区分として、いわゆる「その他補

助金等」に分類された補助金は、財政構造改

革元年として１割削減された平成１０年度当初

予算ベースで全体の３分の２を占めていまし

たが、平成１１年度及び平成１２年度においても

引き続き１割ずつ削減され、平成１３年度にお

いてもさらに１割削減を行うという極めて厳

しい方針が前提となりました。

このため、消防補助金の総額の約半分を占

める「その他補助金等」の要求額は、平成１２

平成１３年度消防庁予算案の概要

総 務 課
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年予算額の１割減（△１０億１，１００万円）とな

らざるを得ませんでした。

このように消防庁にとって大変厳しい要求

基準となっておりましたが、地方公共団体か

らの要望に適切に対応するため、次の点に重

点を置きながら、災害に強い地域づくりを推

進するために必要な消防補助金の所要額の確

保に努めることとしました。

ア 最近の大規模災害発生時等における緊急

消防援助隊などの広域応援の必要性の高ま

りを踏まえて、緊急消防援助隊の関係事業

を拡充し、所要額を確保すること

イ 消防団の充実強化のため、関係事業の所

要額を確保すること

また、消防補助金以外の調査研究費、事務

費、人件費等の「その他の経費」については、

「特別枠」を活用しつつ、特に喫緊な課題に

対応する事務事業に財源を重点的に投入する

こととしました。これにより、災害対応小型

衛星電話の開発をはじめ、以下で触れます

様々な新規事業についての所要額を政府案に

盛り込むことができたところです。

このような要求及び編成作業の結果、平成

１３年度消防庁予算案は次のようになりました。

� 総額：２４３億１，２００万円（対前年度比△２１

億９，６００万円、８．３％の減。ただし、中央省

庁再編関連経費、サミット関連経費などの

前年度限りの特殊要因を除いて比較した場

合は対前年度比２億６００万円、０．９％の増）

� 消防補助金：１９０億円（対前年度比１億

３，０００万円、０．７％の増）

� その他の経費：５３億１，２００万円（対前年度

比△２３億２，６００万円、３０．５％の減。ただし、

前年度限りの特殊要因を除いて比較した場

合は対前年度比７，６００万円、１．５％の増）

幸いにして、消防庁の当初予算案としては、

過去最大であった平成１２年度当初予算額（特

殊要因除き２４１億６００万円）を上回る規模とな

っているところです。

なお、消防庁予算案の全体の状況について

は、別表「平成１３年度消防庁予算額（案）一

覧表」を参照してください。

３．消防補助金

� 全体像

平成１３年度当初の消防補助金予算案の全

体額は、前述のとおり、対前年度比で１億

３，０００万円、０．７％の増の１９０億円となりま

した。

これは、広域応援の必要性の高まりを踏

まえ、緊急消防援助隊関係の施設等につい

て大幅な拡充・増額を行ったことが最も大

きな要因ですが、他にも消防団の充実強化

や消防の広域再編の推進等のために必要な

予算額についても確保しており、地方公共

団体のニーズにも十分に応えられるものと

なっております。

なお、昨年１１月２２日に成立した平成１２年

度補正予算では、平成１１年度の第２次補正

額を上回る４４億３，０００万円の消防補助金を

確保しており（昨年１１、１２月号参照）、平

成１３年度当初予算と合わせると２３４億円を

上回る金額となっています。

� 主な内容

消防補助金のメニュー別状況は、別表の

とおりですが、以下、そのうちの主なもの

について解説します。

� 消防防災施設整備費補助金

この補助金は、投資的経費に区分され、

また、「制度等見直し対象補助金等」と

して区分されるものです。平成１３年度は

４２億９，５００万円、対前年度比２，６００万円、

０．６％の増となっております。

今回は特に、広域応援の必要性の高ま

りを踏まえ、緊急消防援助隊関係施設と

して、新たに消防艇を対象とすることと

しています（後述��参照）。
� 市町村消防施設整備費補助金

この補助金も、投資的経費に区分され

ますが、「その他補助金等」に区分され

るため、平成１３年度においても予算編成

方針等により前年度に比し２億７，３００百

万円、１０．０％減の２４億５，６００万円となっ

ています。

したがって、総額はマイナスとせざる
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を得ないものですが、地方公共団体等の

要望を踏まえ、消防団の充実強化を推進

するための消防団拠点施設等整備事業に

ついては、前年度と同額を確保していま

す。また、消防の広域再編を一層推進す

るため、消防広域化推進事業について、

補助対象の拡充により増額しています。

� 消防防災設備整備費補助金

この補助金は、経常的経費に分類され、

�と同様に「制度等見直し対象補助金
等」に区分されています。平成１３年度に

おいては、前年度に比し１１億１，５００万円、

２４．８％増の５６億７００万円を確保しようと

するものです。

特に、広域応援の必要性の高まりを踏

まえ、緊急消防援助隊関係設備として、

新たに消防ポンプ自動車、化学消防ポン

プ自動車、はしご付消防ポンプ自動車等

を対象に加えた（後述��参照）ほか、
登録部隊数の増加に伴う救助工作車及び

高規格救急自動車の台数の増加を考慮し

て大幅な増額を図っているところです。

� 市町村消防設備整備費補助金

この補助金も、経常的経費に区分され

ますが、�と同様に「その他補助金等」
に区分されているため、前年度に比し７

億３，８００万円、１０．０％減の６６億４，２００万円

となっています。

こうした大変厳しい状況ですので、�
の補助金において緊急消防援助隊関係の

消防ポンプ自動車、救助工作車及び救急

自動車等の所要額を確保することにより、

�と�を合わせた消防ポンプ自動車等の
全体の台数を確保する一方、地域防災の

リーダーとしての役割が期待される消防

団の活動をより活発なものとするための

消防団活性化総合整備事業について増額

（１１．４％増）するなど、メニュー毎のメ

リハリをつける工夫もしているところで

す。

� 補助金の見直し等

平成１３年度においては、消防防災施設等

の一層の充実と国庫補助事業の円滑かつ適

正な執行の観点から、次の見直しを予定し

ています。

� 「緊急消防援助隊関係施設」及び「緊
急消防援助隊関係設備」について、広域

応援の必要性の高まりを踏まえ、消火部

隊の充実強化及び水上部隊、航空部隊の

新設を行うことを受け、そのために必要

となる災害対応特殊消防ポンプ自動車、

災害対応特殊化学消防ポンプ自動車、災

害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車、

広域応援対応型消防艇、ヘリコプター及

びヘリコプターテレビ電送システムの整

備に必要な経費について、新たに補助す

ることとしたこと。

� 「消防広域化推進事業」について、消
防の広域再編を一層推進するため、複数

の消防本部が広域再編を行う場合に必要

となる、無線中継施設、訓練塔の整備等

の補助対象事業に、新たに通信受令施設

の整備を加えることとしたこと。

� 「ヘリコプター」について、実勢価格
等を勘案して補助金限度額を廃止し、補

助基準額（４億８，０００万円）を新たに設

定したこと。

� 各種法律による補助率の特例

「地震防災対策特別措置法」を根拠にし

て、地震防災対策特定事業実施地域におけ

る耐震性貯水槽、画像伝送システム、防災

無線など特定の消防用施設等については、

現在、補助率が１／３から１／２に嵩上げ

されているところですが、この特例は平成

１２年度限りとされています。この法律は議

員立法によるものですが、今後、消防庁と

しても、消防防災施設等の整備に支障が生

じないよう適切に対処してまいりたいと考

えています。

４．その他の経費

消防補助金以外の人件費、事務費、調査費

等の「その他の経費」については、前述のと

おり、単純に前年度当初予算額と比較すると

－４－



△２３億２，６００万円、３０．５％の減となりますが、

前年度当初予算額から前年度限りの特殊要因

を除いて比較した場合は、逆に７，６００万円、

１．５％の増となる５３億１，２００万円となります。

� 「特別枠」関連経費
概算要求時において「特別枠」として要

望していた事業のうち、平成１３年度当初予

算案において確保された額は、総額で１０億

４，２００万円（うち要望どおり「特別枠」と

して認められた額は５億７，６００万円、「一般

枠」に振り替えて措置された額は４億６，６００

万円）であり、各事業の内容については以

下のとおりです。

� 災害対応小型衛星電話の開発

２億８，２００万円

衛星通信を利用した災害現場との通信

確保の手段としては、可搬型衛星地球局

が有用ですが、重量が重い等機動性に劣

る面があることから、通話機能に限定し

て、一人で持ち運びができる程度の機動

性を確保した災害対応小型衛星電話を開

発するものです。

� 消防大学校を中心とした遠隔教育ネッ

トワークの整備 ７，７００万円

地域衛星通信ネットワーク等を活用し

て、消防大学校において実施している高

度で実践的な教育訓練内容を消防学校に

対し提供できるよう、双方向学習形式の

「遠隔教育ネットワーク」を構築するた

め、モデル事業（モデル校として８校を

予定）を実施するものです。

� ＧＰＳを活用したヘリコプター動態管

理システム等の開発 ９，０００万円

ヘリコプターによる消防活動を迅速か

つ的確に行い、悪天候などの視界不良時

や夜間においても安全な飛行を可能にす

るため、衛星等を利用して、ヘリコプタ

ーと地上で画像情報も含めたデータの送

受信を行い、ヘリコプターの位置情報を

三次元の地図上に表示することによりヘ

リコプターの動態を管理するシステムを

開発するものです。

� 現場到着までの時間短縮システム等の

開発 １，０００万円

災害や事故発生時において、現場での

消防活動や、医療機関への搬送を迅速に

行うため、消防車両の優先走行支援シス

テムや、渋滞情報等を消防車両にとりこ

み最適経路を探索するシステムを活用す

ることにより、現場到着までの時間を短

縮するシステムを開発するものです。

� 大規模災害時リアルタイム最適消防力

運用システムの開発 １億２，６００万円

消防研究所が開発した「デジタル通信

システム」や「被害情報の早期収集シス

テム」を基礎に、災害現場での被害状況

の収集、被害情報の消防本部等への伝達、

消防本部での被害情報等の分析・災害対

策への反映、災害現場へのフィードバッ

クなど一連の消防活動を支援するシステ

ムを開発するものです。

� 消防防災分野の申請・届出等の電子化

に関するシステムの研究開発

１億８，４００万円

住民の利便性の向上と地方公共団体の

事務の簡素効率化に資するよう、消防用

設備や危険物施設等の設置の申請・届出

等の行政手続きの電子化や、電子データ

の保管・管理システムの研究開発を行う

ものです。

� 高齢化社会に対応した火災予防・通報

システムの開発 ２億７，３００万円

高齢者の体力、視力、聴力等を考慮し

た消防用設備の開発を行うほか、消防用

設備等を高齢者世帯等に広く普及させる

ため、一般家庭用電気器具を活用した、

設置しやすくかつ機能的に維持管理が容

易な消防用設備等を開発するものです。

なお、以下の事業については平成１２年度

補正予算により前倒しで措置されており

（事業の詳細は昨年１１月号を参照。）、当該

補正予算計上額を平成１３年度当初予算計上

予定の「特別枠」関連経費に加えると、１３

億２，６００万円となります。

－５－



○インターネットを活用した被災住民向け

災害情報システムの開発 ２億２，３００万円

○大深度地下等における消防隊員の位置特

定システムの開発 ６，１００万円

� その他

平成１３年度消防庁予算案における「その

他の経費」のうち「特別枠」関連経費以外

の主な新規事項等としては以下のようなも

のが挙げられます。

� 消防団における地域活動の推進

７００万円

平常時における地域に密着した消防団

活動に着目し、優良かつ他地域への模範

となる事例を全国に紹介することにより、

当該活動を行っている消防団員の活動意

識を鼓舞するとともに、他の地域への啓

発を図るものです。

� 新時代に即した消防体制のあり方に関

する検討 ６００万円

近年発生した大規模災害については消

防の広域応援が実施されたところであり

ますが、災害の大規模化・複雑多様化が

一層進む中、災害時により迅速かつ的確

な対応を図るために、地域の中核的消防

本部のなすべき役割やそれに基づく周辺

消防本部との連携のあり方等について検

討するものです。

� 文化財の火災予防対策の充実に関する

調査研究 ５００万円

平成１２年５月の寂光院の火災事例等に

かんがみ、文化財保護とその利用者等の

生命・身体・財産の保護の観点から、現

在の多様な文化財の利用実態及び建築構

造、火災実態等に対応した文化財の防火

安全対策のあり方について調査検討する

ものです。

� 小規模防火対象物の防火対策に関する

調査研究 ４００万円

近年、小規模な防火対象物において多

数の死者が発生する火災が発生している

ことから、現在の小規模防火対象物の利

用実態及び建築構造等に対応した小規模

防火対象物の防火対策のあり方について

調査検討するものです。

� 危険物規制に関する技術基準の性能規

定化の検討 ４００万円

今後の技術革新に対してより柔軟に対

応するため、危険物規制に関する技術基

準について体系的に整理し、仕様規定と

なっている部分について要求されている

安全レベル等を明確にしたうえで性能規

定化について検討するものです。

� 地方公共団体の防災体制の整備に関す

る検討 ９００万円

市町村における災害時の初動体制の現

状等について検証を行うとともに、地域

防災計画に定めることとされている災害

対策本部の設置基準や避難勧告の発動基

準の客観化、具体化等について、関係省

庁等と連携しながら検討を行い、その成

果を各地方公共団体に提供するものです。

� 津波対策の推進に係るマニュアル作成

１，３００万円

沿岸地域における津波対策の現状及び

地方公共団体の地域防災計画における津

波対策の内容を把握し、初動体制の確立

及び情報収集・伝達手法等の充実を図る

とともに、国、地方公共団体、その他防

災機関における災害時の情報伝達等をは

じめとした有機的な連携方策その他津波

対策に関連する諸課題について検討する

ものです。

	 比較的短い道路トンネルにおける非常

用施設の設置基準に関する調査研究

５００万円

比較的短い道路トンネルについては、

非常用施設の設置基準が長大トンネルに

比べて緩いものとされていますが、消防

隊員が活動の際、危険にさらされる事故

も起きているため、設置基準の見直し、

施設の運用方法等について検討委員会を

設置して、調査検討するものです。


 防災無線の高機能化の検討 ８００万円

音声中心の市町村防災行政無線（同報

－６－



５．おわりに

以上、平成１３年度の消防庁予算案の概要に

ついて述べてまいりました。

予算編成の過程においては大変厳しい局面

もありましたが、関係者各位の多大な御支援

のおかげをもって、結果的には総額（平成１２

年度予算額については、平成１２年度限りの特

殊要因を除いた額）で過去最大の予算案を確

保することができました。

とはいうものの、「その他補助金等」につ

いては、４年連続で１割削減が続けられてい

ることや地方公共団体の財政が非常に厳しさ

を増していること、さらには、「平成１３年度

予算編成方針」に先立って平成１２年１２月１８日

付けで財政制度審議会から提出された「平成

１３年度予算の編成及び今後の財政運営に関す

る建議」において、「来年１月から実施され

る中央省庁等改革を好機として、従来にも増

して施策の大胆な見直しを行い、歳出を抑制

するとともに、歳出の効率化・質的改善に徹

底的に取り組む必要がある」と明記されるな

ど、今後とも消防関係予算を取り巻く環境は

引き続き厳しいものと考えられます。

しかしながら、平成１２年においても有珠山、

三宅島における火山活動や伊豆諸島の群発地

震、東海地方における集中豪雨、さらには鳥

取県西部地震など、住民の安全を脅かす災害

が相次いでおり、消防庁としても今後とも地

方公共団体における「災害に強い地域づく

り」を強力に推進するため、補助事業、単独

事業を通じ適切な支援を行うとともに、社会

経済情勢の変化を踏まえ、新たな課題に取り

組むために必要な施策について、積極的に展

開してまいりたいと思います。

結びに、消防庁の平成１３年度当初予算案及

び平成１２年度補正予算の編成に当たり、多大

なる御支援・御協力をいただいた各地方公共

団体、関係機関、関係者の皆様に対し、改め

てお礼申し上げるとともに、予算案成立後、

その執行に際しても積極的に対応していただ

けるようお願いします。

系）をデジタル化することにより、デー

タ伝送、映像伝送等が可能になることか

ら、災害時における情報伝達・収集のあ

り方を踏まえた効果的な情報伝達・収集

手法（特に戸別受信機の高度化、インタ

ーネット技術を活用した情報収集システ

ム）について検討するものです。

� 災害時における１１９番通報の集中状況

を把握する仕組みの検討 ６００万円

災害発生時における１１９番通報の殺到

情報は、被害の甚大性を把握するうえで

重要な情報であることから、消防庁、都

道府県等が１１９番通報の殺到情報を迅速

に把握できる仕組みについて検討するも

のです。

� 応急手当の普及啓発の推進 ７００万円

平成１２年度末に公表予定の新たな心肺

蘇生法ガイドラインを踏まえた、救命講

習のカリキュラム等を検討するものです。

� 大規模地震災害発生時における人命検

索のあり方の調査検討 ５００万円

諸外国等における災害救助犬の活用状

況を調査し、民間組織が育成している災

害救助犬等を活用した人命検索手法を検

討するものです。

� 国際消防救助隊の訓練 １，０００万円

海外の大災害発生時等に派遣される国

際消防救助隊員の活動能力向上を図るた

め、国際消防救助隊に登録された全国の

隊員を対象にして、教育訓練を実施する

ものです。

また、主な継続事項としては、「災害時

における消防防災ヘリ映像等を活用した被

災状況把握システムに係る調査検討」

（８，７００万円）、「緊急消防援助隊動態情報

システムの開発」（１億円）、「消火器・防

炎物品等のリサイクルの推進」（１億１，２００

万円）などが挙げられます。

－７－



平成 13年度消防庁予算額（案）一覧表 （単位：百万円、％）

事 項
１２ 年 度
予 算 額

（A）

１３ 年 度
予算額（案）

（B）
比較増減
（B）－（A）（C）

対前年度比
（C）／（A）

備 考

�．消防補助金 １８，８７０ １９，０００ １３０ ０．７

【制度等見直し対象補助金等 １＋３】 ８，７６１ ９，９０２ １，１４１ １３．０

【その他補助金等 ２＋４】 １０，１０９ ９，０９８ △１，０１１ △１０．０

１ 消防防災施設整備費補助金 ４，２６９ ４，２９５ ２６ ０．６

拡充…消防艇

�大震火災対策施設等整備費補助金 ３，９９３ ４，０７３ ８０ ２．０

（ア）耐震性貯水槽 ３，３１５ ３，０２２ △２９３ △８．８

（イ）備蓄倉庫 １６３ １６４ １ ０．６

（ウ）画像伝送システム ５０８ ５０８ ０ ０．０

（エ）緊急消防援助隊関係施設 － ３６６ ３６６ 皆増

（オ）その他 ７ １３ ６ ８５．７

�特殊災害用消防施設整備費補助金 ２７６ ２２２ △５４ △１９．６

（ア）林野火災対策防火水槽 ２２９ １７５ △５４ △２３．６

（イ）林野火災用活動拠点広場 ４７ ４７ ０ ０．０

２ 市町村消防施設整備費補助金 ２，７２９ ２，４５６ △２７３ △１０．０

（ア）防火水槽 １，４６９ １，２５８ △２１１ △１４．４

（イ）救急用ヘリコプター離着陸場 １５ １５ ０ ０．０

（ウ）消防団拠点施設等整備事業 ８１１ ８１１ ０ ０．０

（エ）消防艇 １１９ ３８ △８１ △６８．１

（オ）消防広域化推進事業 ７０ ７３ ３ ４．３

（カ）消防車両動態管理情報システム １６２ １６２ ０ ０．０

（キ）消防用高所監視施設 ８３ ２８ △５５ △６６．３

（ク）消防用ヘリコプター附帯施設 － ７１ ７１ 皆増

３ 消防防災設備整備費補助金 ４，４９２ ５，６０７ １，１１５ ２４．８

消防ポンプ自動車
化学消防ポンプ自動車
はしご付消防ポンプ自動車

拡充等… ヘリコプター
ヘリコプターテレビ電送システム
救助工作車
高規格救急自動車

�大震火災対策設備等整備費補助金 ４，２７０ ５，３７６ １，１０６ ２５．９

（ア）大震火災対策資機材 ５００ ５００ ０ ０．０

（イ）防災無線 ２，４３１ ２，５６１ １３０ ５．３

（ウ）コミュニティ防災資機材等整備事業 ８２ ６１ △２１ △２５．６

（エ）緊急消防援助隊関係設備 １，０７３ ２，０８０ １，００７ ９３．８

（オ）画像伝送システム １６８ １７０ ２ １．２

（カ）その他 １６ ４ △１２ △７５．０

�特殊災害用消防設備整備費補助金 ２２２ ２３１ ９ ４．１

（ア）林野火災対策資機材 ３５ ３０ △５ △１４．３

（イ）石油コンビナート防災資機材 １８７ ２０１ １４ ７．５

４ 市町村消防設備整備費補助金 ７，３８０ ６，６４２ △７３８ △１０．０

（ア）消防ポンプ自動車 ２，４８５ ２，２６２ △２２３ △９．０

（イ）小型動力ポンプ付積載車 ２６４ ２６６ ２ ０．８

（ウ）小型動力ポンプ付水槽車 １７２ １７３ １ ０．６

（エ）化学消防ポンプ自動車 ３５１ ３２２ △２９ △８．３

（オ）はしご付消防ポンプ自動車 １，２７５ １，１８０ △９５ △７．５

（カ）ヘリコプター ３４６ ０ △３４６ 皆減

（キ）ヘリコプターテレビ電送システム ７４ ０ △７４ 皆減

（ク）消防緊急通信指令施設 ７７７ ７７７ ０ ０．０

（ケ）消防団活性化総合整備事業 ５０９ ５６７ ５８ １１．４

（コ）救急業務高度化資機材緊急整備事業 ９９０ ９７２ △１８ △１．８

（サ）救助資機材等総合整備事業 １１４ １０８ △６ △５．３

（シ）その他 ２３ １５ △８ △３４．８

�．Ｈ１２特殊要因（サミット、中央省庁等再編関連経費等） ２，４０２ － △２，４０２ 皆減

�．そ の 他 ５，２３６ ５，３１２ ７６ １．５

うち「日本新生特別枠」関連経費 － １，０４２ １，０４２ 皆減 �補正 ２８４百万円計上

合 計 ２６，５０８ ２４，３１２ △２，１９６ △８．３

再掲（Ｈ１２特殊要因除き） ２４，１０６ ２４，３１２ ２０６ ０．９

－８－


